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当社事業の一部撤退に関するお知らせ 

 

当社は、平成22年９月17日開催の当社取締役会において、モバイル＆ワイヤレス事業の一部

を構成しておりましたコンシューマ向けＰＨＳデータ通信端末事業から撤退すること（以下、

「本件事業撤退」という。）を決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

 

記 

 

１．事業廃止の理由 

当社は、当社グループ事業セグメントであるモバイル＆ワイヤレス事業において、これまで

主力製品として、主にカードスロットタイプのＰＨＳデータ通信端末の開発、製造、販売を行

ってまいりましたが、平成21年９月24日にPHS通信事業者による事業再生ＡＤＲの申請を契機

に、当社におけるコンシューマ向けＰＨＳデータ通信端末の新規取り組みを停止し、且つ販売

においてもその計画の見直しを行ってまいりました。 

コンシューマ向けＰＨＳデータ通信端末は、平成19年頃から、携帯電話通信事業者各社によ

る高速データ通信サービスの提供に伴い、年々その優位性は薄れてきておりました。加えて、

カードスロットを実装しないノートＰＣの増加などにより、データ通信カード製品の市場が縮

小してきており、今後加入者の急激な減少が予測される状況となっております。 

これらの事情により、前事業年度の下期より事業計画の見直しに着手しており、今後の携帯

電話市場動向の予測や取組むべき事業の優劣等を総合的に判断し、コンシューマ向けＰＨＳデ

ータ通信端末事業からの撤退を決断いたしました。これに伴い、新規事業の立ち上げ、新顧客

開拓、新製品開発を積極的に推し進めるため、当社子会社（２社）との合併（平成22年11月１

日を予定）を実施し、今後注力する事業に資源を集中するための新体制、新組織作りに着手し

ており、一部は活動を開始しております。 

なお、上記のコンシューマ向けＰＨＳデータ通信端末に関する事業からは撤退いたしますが、

Ｍ２Ｍなど特定用途向けのＰＨＳ通信機器、ならびに今回撤退するコンシューマ向けＰＨＳデ

ータ通信端末の保守サポートについては活動を継続いたします。 



 
 

２．事業廃止の概要 

（１）撤退する事業の内容 

コンシューマ向けＰＨＳデータ通信端末に関する事業 

 

（２）コンシューマ向けＰＨＳデータ通信端末事業部門の平成22年７月期における経営成績 

 ＰＨＳデータ 

通信端末事業部門（a）
当社22年７月期（b） 比率（a／b） 

売 上 高 145百万円 4,188百万円 3.5％

売 上総利益 100百万円 882百万円 11.3％

※コンシューマ向けＰＨＳデータ通信端末事業は、事業の種類別セグメント上、モバイル＆

ワイヤレス事業の一部を構成する部門であり、当該部門のみの営業利益および経常利益を算

出することは困難であるため、記載しておりません。 

 

（３）コンシューマ向けＰＨＳデータ通信端末事業部門に属する従業員および資産等の取扱い 

廃止部門の従業員につきましては、他部門強化のため、あるいは定年退職者等の自然減員に

伴う欠員補充として、関係会社への出向等を含めて配置転換を行う予定です。また、当該部門

に関わる当社の資産につきましては、生産面は既に全面ＯＥＭで対応しており生産設備はあり

ません。営業面における倉庫・事務所等については、他部門への転用を予定しているため、固

定資産等の除却は僅少であります。 

 

３．事業廃止の日程（予定） 

（１）平成22年９月17日 事業廃止承認取締役会 

（２）平成22年10月31日 事業廃止 

 

４．今後の見通し 

本件事業撤退により、平成22年７月期において事業撤退損を連結で371百万円、個別で367

百万円計上いたします。なお、本日付にてお知らせしております「平成22年７月期 通期（連

結・個別）業績予想の修正および特別損失の計上に関するお知らせ」において、本件を織り

込んだ業績予想を記載しております。 

 

 

以 上 


